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【令和３年度一般会計決算状況】 

１ 総 括 

令和３年度予算は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の運営、管理に必要な各経費を主に計上しており、一般会計歳入歳出予算額は最終

的に１７億３，１２７万４千円となりました。 

また、一般会計歳入歳出決算額は歳入が１７億３，０４９万９千円であったのに対し、歳出は１６億９，４００万円であり、歳入歳出

差引額は３，６４９万９千円となっております。令和３年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明許費繰越額等はありま

せんので、実質収支額も同額となります。 

２ 歳 入 

構成市町村からの共通経費負担金が１６億８，３１３万５千円で、歳入全体の９７．２６％、前年度繰越金が３，４５０万７千円で同 

２．００％、その他の収入額が１，２８５万７千円で同０．７４％となっております。 

単位：千円 

子

※その他の内訳  特別調整交付金  12,216千円 

預金利子  14千円 

雑入    627千円 
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３ 歳 出 

 目的別では、民生費が１３億４，４３１万５千円で、歳出全体の７９．３６％、総務費が３億４，８４５万９千円で同２０．５７％、議会

費が１２２万６千円で同０．０７％となっております。 

性質別では、繰出金が１３億４，４３１万５千円で、歳出全体の７９．３６％、補助費等が２億７，９５６万６千円で同１６．５０％、物

件費が５，５７４万６千円で同３．２９％、人件費が１，４３７万３千円で同０．８５％となっております。 

歳出の目的別内容 

議会費 ８月に臨時会、１１月と２月に定例会、計３回の議会 

を開催し、広域連合の条例、予算案等を審議しました。 

総務費  広域連合の運営や事務処理を円滑に執行しました。 

民生費  後期高齢者医療制度事業に係る事務経費を特別会計 

に繰出しました。 

歳出の性質別内容 

人件費  議員報酬、会計年度任用職員報酬及び各種審議会等 

の委員報酬 

物件費  各種の委託契約に係る経費や物品の購入費用等 

補助費等 職員の派遣元自治体に支出している負担金や各種団 

体への負担金 

繰出金  一般会計から特別会計への繰出金 

単位：千円 

繰出金 1,344,315

79.36%

補助費等 279,566

16.50%

物件費 55,746

3.29%
人件費 14,373

0.85%

性質別歳出状況一覧 単位：千円
単位：千円
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【一 般 会 計】 

主 要 施 策 の 成 果 
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議会費

細節 金額(千円）

総務課

01 報酬 議員報酬 305

08 旅費 費用弁償 39

消耗品費 10

食糧費 2

12 委託料 会議録作成委託料 556

13
使用料及び
賃借料

議会会場使用料 314

計 1,226

総務費

細節 金額(千円）

総務課

07 報償費 高齢者医療懇話会報償金 347

10 需用費 食糧費 2

通信運搬費 43

高齢者医療懇話会保険料 25

12 委託料 会議録作成委託料 129

13
使用料及び
賃借料

会議室使用料 45

計 591

総務課

01 報酬 非常勤職員報酬 10,006

03 職員手当等 期末手当 1,974

04 共済費 社会保険料 2,028

08 旅費 費用弁償 480

12 委託料 健康診断委託料 66

計 14,554

役務費

懇話会を４回開催し、保険料率改定や第４次広域計画策定など、後期高齢者医療制
度の円滑かつ適正な運営について、広く関係者の意見を聞いた。

広域連合議会運営事業

予算現額：1,552千円

職員の事務補助のため一般事務補助員4名、保健事業の推進のため保健師1名の会計
年度任用職員を雇用した。

後期高齢者医療懇話会開催事業

予算現額：964千円
11

執 行 額
事 業 の 概 要

課名・事業名

【一般会計】主要施策の成果

事 業 の 概 要
執 行 額

節

課名・事業名

10 需用費

節

定例会2回及び臨時会1回を開催し、22議案の審議、審査を行った。

会計年度任用職員雇用事業

予算現額：18,512千円

－7－



細節 金額(千円）

総務課

12 委託料 財政分析委託料 715

計 715

総務課

情報機器運用委託料 3,535

財務会計システム保守委託料等 3,489
広域連合システムＩＴコンサ
ルタント委託料

5,225

電算機器等賃借料 21,190

財務会計システム機器等賃借料 1,784

事務機器賃借料 245

計 35,468

総務課

18
負担金、補助
及び交付金

事務局職員給与等負担金 278,645
事務局職員37名の給与等相当分に係る負担金を支払った。

計 278,645

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

事務局職員給与等負担金

予算現額：294,580千円

財政状況分析、財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資
金収支計算書）の作成を行った。

財政分析事業

予算現額：715千円

13
使用料及び
賃借料

12 委託料
電算機器運用・維持管理事業

予算現額：38,823千円

情報系システム及び財務会計システムの機器類（サーバ・端末・プリンタ等）の調
達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務やシステムＩＴコンサルタントから
の支援を受ける業務委託を行った。
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令和３年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況 
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【令和３年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況】 

１ 総 括 

 令和３年度予算は、医療給付費等に係る予算を中心に計上しており、特別会計歳入歳出予算額は最終的に８，５１９億４，４６７万６千円と

なりました。 

また、特別会計歳入歳出決算額は歳入が８，２４２億７，５２０万円であったのに対し、歳出は７，９３５億７，５９２万７千円であり、歳

入歳出差引額は３０６億９，９２７万３千円となっております。令和３年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明許費繰越額等

はありませんので、実質収支額も同額となります。 

２ 歳 入 

 支払基金交付金が３，１０５億５，４２８万５千円で、歳入全体の３７．６８％、国庫支出金が２，４８５億２，８９８万５千円で同３

０．１５％、市町村支出金が１，４９３億９，８６３万１千円で同１８．１２％（うち、保険料等負担金が８６５億６，４０２万６千円で同１０．

５％）、県支出金が６４４億８，３８３万８千円で同７．８２％、前年度繰越金が４００億３，６９６万７千円で同４．８６％、繰入金が９７

億２，８４５万円で同１．１８％、その他が１５億４，４０４万４千円で同０．１９％となっております。

 

※

※その他の内訳 特別高額医療費共同事業交付金   458,317千円 

諸収入   1,085,000千円 

財産収入   727千円 

単位：千円 
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３ 歳 出 

 保険給付費が７，５２７億４，５３５万９千円で歳出全体の９４．８６％を占めており、諸支出金が２６４億２２９万６千円で同３．３３％、

基金積立金が９０億７，１１２万７千円で同１．１４％、保健事業費が３５億３，０１３万８千円で同０．４４％、総務費が１３億５，３３３

万１千円で同０．１７％、その他が４億７，３６７万６千円で同０．０６％となっております。 

単位：千円 

※その他の内訳 特別高額医療費共同事業拠出金 473,676千円 
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【後期高齢者医療事業特別会計】 

主 要 施 策 の 成 果 
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総務費

細節 金額(千円）

総務課

11 役務費 通信運搬費 165

電算処理システム機器保
守管理等委託料

48,397

システム運用業務委託料 17,064

13
使用料及び
賃借料

広域連合システム機器等
賃借料

184,944

計 250,570

保険料課

10 需用費 印刷製本費 12,630

計 12,630

保険料課

12 委託料
被保険者証作成等業務委
託料

74,580

計 74,580

保険料課

12 委託料
マイナンバーカード申請
書類作成等業務委託料

16,429

厚生労働省からの通知により、マイナンバーカード取得促進のため、７５歳以上の
マイナンバーカード未取得者に対し、マイナンバーカード交付申請書等の印刷、封
入封緘、郵便局への差出までの業務を委託により実施した。

計 16,429

保険料課

18
負担金、補助
及び交付金

制度改正周知費用補助金 7,411

計 7,411

【後期高齢者医療事業特別会計】主要施策の成果

節
課名・事業名

印刷製本事業

予算現額：18,765千円

電算機器運用・維持管理事業

予算現額：272,314千円

事 業 の 概 要
執 行 額

被保険者証作成等事業

予算現額：79,945千円

年次一斉更新のための被保険者証の作成及び封入封緘のほか、市町村が使用する年
齢到達者用の被保険者証、封筒等の作成を委託により実施した。
一斉更新用被保険者証（98.5万部）、年齢到達者用被保険者証（26.3万部）

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サーバ・端末・プリ
ンタ等）の調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務を行った。

委託料

後期高齢者医療制度の広報・周知用印刷物を作成した。
被保険者証交付時用ミニガイド（119万部）、保険料納付通知書送付時用パンフ
レット（128万部）、被保険者証更新広報ポスター（1.1万枚）、保険料軽減特例の
見直し等に伴う周知用リーフレット（108万部）

12

マイナンバーカード申請書類作
成等事業

予算現額：34,218千円

制度改正周知費用補助事業

予算現額：7,896千円

保険料軽減特例の見直し等に係るリーフレットの保険料額決定額通知書への同封・
発送に際し、市町村が負担する封入封緘費用や追加郵便料金、市町村が行うマイナ
ンバーカードの取得促進に係る経費及び窓口負担２割の施行に向けた準備に伴う広
報等の経費を補助した。
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細節 金額(千円）

給付課

12 委託料
電算処理システム運用業
務委託料

202,892

計 202,892

給付課

12 委託料 レセプト点検委託料 89,991

計 89,991

給付課

12 委託料
医療費通知作成業務委託
料

79,686

計 79,686

給付課

12 委託料 損害賠償求償事務委託料 21,230

計 21,230

給付課

12 委託料
ジェネリック医薬品利用
差額通知業務委託料

17,161

計 17,161

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

第三者行為損害賠償求償事務共
同処理業務委託事業

予算現額：21,231千円

交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償事務を委託に
より実施した。
件数割（625件 × @1,600円）　求償割額（809,202,685円 × 2.5%）

診療報酬明細書（レセプト）点
検等業務委託事業

予算現額：89,991千円

ジェネリック医薬品利用差額通
知業務委託事業

予算現額：19,635千円

医療給付費の適正化を図るため、ジェネリック医薬品利用差額通知の作成及び発送
等業務を委託により実施した。
（1回送付　計107,592通×　@145円×消費税）

後期高齢者医療広域連合電算処
理システム運用等業務委託事業

予算現額：221,158千円

広域連合の電算処理システムの円滑な運用を図るため、資格管理業務、賦課業務、
収納業務、給付業務に係る運用業務を委託により実施した。

医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書（レセプト）等の資格点検及び内
容点検業務を委託により実施した。

後期高齢者医療医療費通知作成
業務委託事業

予算現額：120,032千円

適正受診の促進及び医療機関等からの不正請求防止のため、医療費通知の作成等業
務を委託により実施した。
（3回送付　計2,786,208通×　@26円×消費税）
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保険給付費

細節 金額(千円）

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

療養給付費等 734,936,316

計 734,936,316

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

訪問看護療養費 5,679,896

計 5,679,896

給付課

12 委託料 審査支払委託料 1,610,184

計 1,610,184

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額療養費 6,931,100

計 6,931,100

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額療養費外来年間合算 233,589

計 233,589

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

高額介護合算療養費 822,300

計 822,300

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

葬祭費 2,529,450

計 2,529,450

給付課

18
負担金、補助
及び交付金

傷病手当金 2,331

計 2,331

傷病手当金支給事業

予算現額：3,060千円

新型コロナウイルス感染症に感染するなどして、療養のため労務に服することがで
きなかった被用者に対し、申請により傷病手当金を支給した。
（支給件数：20件）

執 行 額
事 業 の 概 要

節

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払った医療
保険と介護保険の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合、申請により超えた金
額を高額介護合算療養費として支給した。

高額療養費（外来年間合算）支
給事業

予算現額：290,969千円

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払った外来
分の一部負担金の合計が自己負担限度額を超えた場合、申請により超えた金額を高
額療養費として支給した。

被保険者が居宅において、訪問看護ステーションの看護師等から訪問看護を受けた
場合の訪問看護療養費を支払った。

高額療養費支給事業

予算現額：8,209,295千円

被保険者の負担軽減のため、１か月間に支払った一部負担金の合計が自己負担限度
額を超えた場合、申請により超えた金額を高額療養費として支給した。

訪問看護療養費支払事業

予算現額：5,679,896千円

葬祭費支給事業

予算現額：2,567,350千円

葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者に対し
て葬祭費を支給した。（葬祭費50,589件×@50,000円）

高額介護合算療養費支給事業

予算現額：1,176,371千円

後期高齢者医療診療報酬明細書
等審査支払事務に関する業務委
託事業

予算現額：1,850,085千円

適正な医療費支払いのため、保険医療機関等から請求のあった診療報酬明細書（レ
セプト）等について、請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事務を委託により実
施した。
（審査支払手数料 27,885,134件×@57円、レセプトオンライン請求システム手数料
27,277,682件×@0.76 円）

療養給付等支払事業

予算現額：789,676,686千円

審査を経た保険医療機関等からの診療報酬明細書（レセプト）等に基づき、診療報
酬等を支払った。

課名・事業名
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保健事業費

細節 金額(千円）

給付課

12 委託料 健康診査委託料 2,811,940

計 2,811,940

給付課

12 委託料 歯科健康診査委託料 67,822

計 67,822

給付課

12 委託料 市町村保健事業委託料 222,788

計 222,788

被保険者の健康保持・増進のため、健康診査を委託により実施した。（受診者数：
294,489人　受診率：32.6％）

後期高齢者保健事業に係る業務
委託事業

予算現額：313,110千円

国の特別調整交付金の交付基準に基づく保健事業と介護予防等の一体的な実施に係
る事業を委託により実施した。

健康診査業務委託事業

予算現額：3,561,085千円

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

健康長寿歯科健診業務委託事業

予算現額：87,315千円

被保険者の健康保持・増進に大きな影響を及ぼす歯科口腔機能に係る健診・保健指
導を委託により実施した。
（受診者数：11,786人　受診率：8.7％）
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〈 参 考 資 料 〉 
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被保険者の加入状況（令和３年度）

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

人　口 (人) 7,345,861 7,345,103 7,344,500 7,342,341 7,342,190 7,340,945 7,340,191 7,339,417 7,336,455 7,332,816 7,329,516 7,331,256

被保険者数 (人) 955,960 956,923 959,024 961,650 964,889 968,289 972,358 975,752 977,724 983,903 987,699 992,041

人口に占める
被保険者の
割合 (％)

13.01 13.03 13.06 13.10 13.14 13.19 13.25 13.29 13.33 13.42 13.48 13.53

注：人口は、埼玉県推計人口（毎月１日現在）を前月末人口とした。
　　被保険者数は、広域連合の事業状況報告書Ａ表（毎月月末現在）による。

令和４年令和３年

950

955

960

965

970

975

980

985

990

995

1,000

7,325

7,330

7,335

7,340

7,345

7,350

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

（
単
位

千
人
）

被保険者数

（
単
位

千
人
）

人口 埼玉県の人口と被保険者数の推移

人 口 (人)

被保険者数 (人)

12.60

12.70

12.80

12.90

13.00

13.10

13.20

13.30

13.40

13.50

13.60

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

％ 人口に占める被保険者の割合
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○医療給付費の支給状況

件数：２８，６５９，１８６件(レセプト件数・支給件数)  総額：７４８，６０３，３９３，９９８円  一人当たりの給付費：７７３，０９９円 

○高額療養費の支給状況（再掲）

  件数：７１９，４５８件  総額：７，１６４，６８９，２０１円（1件当たり：約９，９５８円） 

○高額介護合算療養費の支給状況（再掲）

  件数：４９，１４２件 総額：８２２，３００，３３１円（1件当たり：約１６，７３３円） 

○移送費の支給状況（再掲）

  件数：７件  総額：１９２，８５０円（１件当たり：２７，５５０円） 

○葬祭費の支給状況

件数：５０，５８９件  総額：２，５２９，４５０，０００円 

○保健事業の実施状況

健康診査受診者数： ２９４，４８９人  受診率：３２．６％ 

歯科健康診査受診者数：１１，７８６人  受診率： ８．７％ 

<参考>市町村における保険料収納状況(後期高齢者医療事業状況報告書(事業年報)B表(1)より) 

※ 収納額により算出

※ 年金・給与所得者の数とは、同一世帯内の被保険者及び世帯主のうち、給与所得がある方（給与収入が 55万円超）または、公的年金等所得がある

方（公的年金収入が令和 3年 1月 1日時点で 65歳以上は 125万円超、65歳未満は 60万円超）の数

現年度分 

割合※ 調定額（円） 収納額（円） 収納率 

特別徴収 60.9% 44,157,578,500 44,157,578,500 100.00% 

普通徴収 39.1% 28,771,184,730 28,409,622,464 98.74% 

計 100.0% 72,928,763,230 72,567,200,964 99.50% 

滞納繰越分 725,324,092 257,516,999 35.50% 

合  計 73,654,087,322 72,824,717,963 98.87% 

<参考>低所得者への軽減状況 （出納閉鎖直前の賦課状況(月次調定集計表)より） 

軽減判定基準 ( 部分は年金・給与所得者の数※が 2 人以上の場合に計算します) 被保険者数(人) 軽減額(円) 

均等割 7割軽減 基礎控除額(43万円)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1) 378,565 11,050,312,350 

均等割 5割軽減 基礎控除額(43万円)+28.5万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1) 110,108 2,295,751,800 

均等割 2割軽減 基礎控除額(43万円)+52万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1) 137,345 1,145,457,300 

均等割 5割軽減(被扶養) 制度加入直前に被用者保険の被扶養者であった者 5,656 117,927,600 
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○後期高齢者医療費等に係る決算状況

特別会計決算の中で、後期高齢者医療制度の事務執行に係る経費を除いた療養の給付費等に要する費用や保険料を財源として執行した事業費

等の決算状況（後期高齢者医療費等に係る決算状況）を別にとりまとめました。 

医療費等に係る歳入については、全体で８，２２６億６，９１８万６千円となっており、その内訳は支払基金交付金（現役世代からの支援金）

が３，１０５億５，４２８万５千円で医療費に係る歳入全体の３７．７５％、国庫負担金（高額医療費負担金含む）が１，９２９億５，０４１

万円で同２３．４５％、保険料等負担金（市町村で徴収した保険料等）が７３０億４８８万１千円で同８．８７％、埼玉県からの療養給付費負

担金（高額医療費負担金含む）が６４４億８，３８３万７千円で同７．８４％、市町村からの療養給付費負担金が６２８億３，４６０万５千円

で同７．６４％、国からの調整交付金が５５１億６，４３３万８千円で同６．７１％、前年度繰越金が３９８億６，９９４万円で同４．８４％、

保険基盤安定負担金が１３５億５，９１４万５千円で同１．６５％、保険給付費支払基金の取崩し額が８３億８，４１３万５千円で同１．０２％、

健康診査事業に係る補助金が２億５，１８６万２千円で同０．０３％、その他１６億１，１７４万７千円で同０．２０％となっております。 

医療費等に係る歳出については、全体で７，９２２億２，２５９万６千円となっており、その内訳は療養給付費（訪問看護費、高額療養費な

ど含む）が７，４８６億３３９万４千円で医療費に係る歳出全体の９４．４９％、償還金が２６２億５，６９２万６千円で同３．３１％、基金

積立金（保険給付費支払基金）が９０億７，１１２万８千円で同１．１５％、健康診査事業に要する費用（健康相談訪問指導に要する経費を含

む）が２９億４１１万６千円で同０．３７％、葬祭費が２５億２，９４５万円で同０．３２％、審査支払手数料が１６億１，０１８万４千円で

同０．２０％、長寿・健康増進事業に要する経費が４億３２３万４千円で同０．０５％、介護予防との一体的実施に要する経費が２億２，２７

８万８千円で同０．０３％、その他が６億２，１３７万６千円で同０．０８％となっております。 

なお、これらについて図に表したものが次ページ「令和３年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要」です。 
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①歳入（後期高齢者医療費等に係る収入） 億円
(F) 繰越金
399 億円 4.8%

(A) 国庫負担金 (B) 調整交付金(C) 県負担金 (E) 支払基金交付金　(現役世代からの支援金)

136 億円 1.7%
1,930 億円 552 億円 645 億円 628 億円 3,106 億円 億円

(H) 健診事業補助金
2 億円 0.0%

(I ) 第三者納付金等
16 億円 0.2%

実績見込 実績見込 実績見込 実績見込 実績見込
1,798 億円 552 億円 628 億円 584 億円 3,068 億円 83 億円 1.0%

②歳出　（後期高齢者医療等に係る支出） 億円 (M) 償還金

263 億円 3.3%

(L) 療養の給付等に要する費用 91 億円 1.1%
（療養給付費・訪問看護費・高額療養費・高額介護合算療養費など）

保険料充当分 4 億円 0.1%
7,486 億円 億円

(P) 審査支払手数料等
16 億円 0.2%

保険料充当分 (Q) 葬祭費
億円 25 億円 0.3%

(R) 健康診査事業費

③決算剰余金 29 億円 0.4%

歳入（ 億円） － 歳出（ 305 億円 (S) 一体的実施費
2 億円 0.0%

決　　算　　額 　実 績 見 込 額 返還予定額 (T)その他
国庫負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 6 億円 0.1%
県負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
市町村負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
支払基金交付金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

億円

④保険給付費支払基金積戻額
◎決算剰余金（ 305 億円） － 返還　・　追加予定差引合計額（ 231 億円） 　＝ 74 億円 （歳出に対して 0.9%) ※金額は億円単位としているため、

実際の決算額とは一致しません。

8,227

(D) 市町村 (K) 保険料 (G) 保険基盤安定負担金
(高額医療費負担金含む) (国庫） (高額医療費負担金含む) 負担金 負担金等

(県3/4 市町村1/4)
23.5% 6.7% 7.8% 7.6% 37.8% 8.9%

730

対象額の３/１２ 対象額の１/１２ 対象額の１/１２ 対象額の４/１０、現役並み被保険者分

(J) 保険給付費支払基金繰入金

追加予定額

7,922

(N) 保険給付費支払基金積立金

(O) 長寿・健康増進事業費等

662
94.5%

68

8,227 7,922 億円）＝

645 628 17 0 億円
1,930 1,798 132 0 億円

3,106 3,068 38 0 億円
628 584 44 0 億円

計 231 0 億円

10,141,627,638 & 3,193,973,051

令和３年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要
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